
１ 計画策定の主旨 

 情報化の進展に伴う産業構造・ライフスタイル等の社会的な変化やグローバル化＊、人口減

少・超高齢化が予測を超えて進み、それに伴って教育をめぐる環境は複雑化・多様化してい

ます。このような状況を踏まえ、これまでの取組による成果や課題を振り返り、町田市が目

指す教育の姿の実現に向けて、今後 5 年間の施策の方向性を示す「町田市教育プラン 2019-

2023」を策定しました。 

２ 計画の位置づけ及び計画期間 

〇教育基本法第 17 条第 2 項に基づく「地方公共団体における教育の振興のための施策に関

する基本的な計画」です。 

〇計画期間は、2019 年度から 2023 年度までの 5 年間です。 

３ 第２期町田市教育プランの取組から見えてきた課題 

2014 年度から 2018 年度までを計画期間とする第 2 期町田市教育プランから見えてきた

主な課題は以下のとおりです。 

施策名 課題 

確かな学力の定着 ・全国学力・学習状況調査において、平均正答率が低い学校があり、

学力向上のための方策を充実させていく必要がある。 

・小学校で 2020 年度、中学校で 2021 年度から実施される新学習

指導要領への対応が必要である。 

豊かな心の醸成 ・2014 年度以降も減少しない不登校児童・生徒への対策が必要で

ある。 

・社会状況の変化に対応したいじめ防止対策が必要である。

健やかな体の育成 ・子どもの中長期的な体力・運動能力の低下傾向に対応した体力向

上策の実施が必要である。 

自立心の醸成 ・将来の職業への関心・意欲を高め、夢や希望に向けて努力する意

欲を養う取組が必要である。 

特別支援教育の充実 ・障がいのある子どもたちの多様な学びの機会の確保が求められ

ている。 

地域協働の学校づく

り 

・学校が地域に支援してもらうだけではなく、地域が学校とともに

育つための仕組みづくりが求められている。 

学習機会の提供 ・学習に関する情報を市民に効果的に届ける手法について検討を

する必要がある。 

自主的な学習の支援 ・子どもの頃から読書に親しんでもらえる環境づくりを進める必

要がある。 

・学習成果を活かす機会となる市民協働・提案型の事業を充実して

いく必要がある。 
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〜変化の時代を見据えて〜 
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学習環境の整備 ・今後の社会状況の変化や市民ニーズの多様化を見据えた施設運

営や事業の実施手法等についての検討が必要である。 

文化資源の保全・活用

の促進 

・貴重な文化資源を後世に伝えていけるよう、適正な維持管理を行

っていく必要がある。 

４ 町田市の教育を取り巻く環境変化 

（１）今後予想される社会・経済状況の変化

〇2018 年から 2030 年にかけて、町田市では生産年齢人口約 11,500 人が減少し、75 歳以上

の後期高齢者が約 19,000 人増加することが予測されています。 

〇2020 年の東京オリンピック・パラリンピック等国際大会における交流や訪日外国人旅行者

の拡大、外国人労働者の拡大を背景とした外国人との交流の活発化が予測されます。 

〇2030 年頃には、ＡＩ（人工知能）＊に代表される技術革新やグローバル化の一層の進展に

伴う産業構造や社会の大きな変化が予想されています。 

（２）学校を取り巻く課題の複雑化・多様化

〇核家族化や単身世帯の増加、人口構成の急激な変化や人々の意識の変化により、家族や社

会の在り方が変容しています。 

〇子どもの貧困や教員の多忙化が社会問題となるなど、教育を巡る環境は、複雑化・多様化

しています。 

（３）将来の児童・生徒数の急減と学校施設の老朽化

〇町田市の小・中学校の児童・生徒数は、1982 年の 51,769 人をピークとし、2018 年 5 月 1

日現在は 32,883 人でピーク時の 63.5%となっています。また、年少人口（0 歳～14 歳）も

2018 年には、54,912 人であったものが 2035 年には 43,764 人となることが見込まれてお

り、17 年間で約 11,100 人減少（約 20％減少）すると予測されています。 

〇町田市の小・中学校は建設時期が 1970 年代に集中し、現在、築 30 年以上の学校施設が全

体の 90％程度となっています。 

（４）生涯学習を取り巻く環境変化

〇「人生 100 年時代」の到来により、働き方や余暇時間の使い方、退職後の生活など、一人

ひとりのライフサイクルが変化していくことが予想されています。 

〇地域の課題解決には、地域の特性や資源を活かし、地域の実情に応じたまちづくりに市民

が主体的に取り組むことが重要ですが、地域の課題について、市民の関心は高いとは言え

ません。 

〇生涯学習に関する事業を展開する主体は多様化しており、市民が学習にふれることができ

る場は広がりを見せています。 
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５ 町田市教育プラン 2019-2023 の教育目標と基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第２期町田市教育プランの課題や町田市の教育を取り巻く環境変化を踏まえて、教育目

標と４つの基本方針を以下のとおり定めます。 
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６ 町田市教育プラン 2019-2023 の体系図 
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７ 施策及び今後の取組 
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【用語解説】 

 

頁 用語 解説 

1 グローバル化 政治・経済、文化など、様々な側面において、従来の国家・地域の垣根を越え、地球規模で資本や

情報のやり取りが行われること。 

2 AI（人工知能） 人間の知的営みをコンピュータに行わせるための技術のこと、または人間の知的営みを行うこと

ができるコンピュータプログラムのこと。 

6 ICT Information and Communication  Technology の略。情報通信技術。 

6 

 

Machida English 

Promotion Staff 

小学校英語の教科化に伴い、英語教育の充実及び英語授業の支援をするため、小学校に配置して

いる非常勤嘱託職員のこと。小学校全科免許または中・高英語免許または小学校英語指導者資格

（Ｊ－ＳＨＩＮＥ）のいずれかを有している。 

6 

 

ALT（外国語指導

助手） 

Assistant Language Teacher の略。英語の授業で日本人の教員を補助し、ネイティブの英語を

教える外国人のこと。 

6 ＧＴＥＣ 「聞く」「話す」「読む」「書く」の４技能を測るスコア型英語４技能検定 

6 まちとも 大人に見守られ過ごすことのできる自由来所型の活動のことであり、町田市では 2009年度から、

主に小学校の校庭で外遊びができる「まちとも」を市内 41 小学校で実施してきた。2017 年度か

らは、各小学校の運営協議会が、地域の人材の積極的な活用や、学習活動などを取り入れ、地域

ぐるみで子どもを見守る取組を実施する新たな「まちとも」へ順次移行している。 

6 地域未来塾 大学生や教員ＯＢ等の地域住民の協力で、学習習慣の確立や基礎学力の定着のため、放課後など

に子どもたちの学習を支援する取組のこと。 

6 科学教育センター 児童・生徒の科学的態度・能力・技術の向上や創造力の育成を目的に、小学５年生、中学２年生か

ら希望を募り、実験や観察等の研究活動を行っている。 

7 小中一貫町田っ子

カリキュラム 

規範教育、キャリア教育、健康教育（食育）の３つの領域について、どの小・中学校でも効果的な

学習ができるように作成された小中連続のカリキュラムのこと。 

8 学校図書館図書標

準 

1993 年３月に文部科学省が定めた、公立義務教育諸学校における学校図書館の図書整備目標であ

り、学校規模に応じた蔵書冊数が定められている。 

8 適応指導教室 心理的な要因で不登校となっている児童・生徒に対して、学校復帰を目的として少人数指導を行

っている教室で、教育センター内に設置されている。町田市では、児童向けの「けやき教室」と生

徒向けの「くすのき教室」がある。 

8 特別支援教育支援

員 

特別支援教室を整備した学校に配置し、学級担任教諭の補助者として、特別な支援が必要な児童・

生徒の介助、安全への配慮を行い、学校生活を支援する。 

8 特別支援教育プロ

グラム 

町田市特別支援教育推進計画（2015 年度～2019 年度）の計画期間終了にあたり、新たな計画と

して教員の知識・指導力の向上等の内容も盛り込んだアクションプランとして作成する第 2 期町

田市特別支援教育推進計画（2020 年度～2023年度）のこと。 

8 特別支援教室 情緒障がい等のある児童・生徒を対象とし、各学校に指導を行うための教室を設置し、教員が児

童・生徒の在籍校を巡回して指導を行うもの。 

8 特別支援学級 小・中学校に障がい種別ごとに置かれる少人数の学級（8 人を上限）であり、町田市には知的障が

い、肢体不自由、自閉症・情緒障がいの学級がある。 
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頁 用語 解説 

9 PDCA サイクル Plan（計画）、Do（実行）、Check（評価）、Action（改善）の４工程を繰り返し、業務改善を行って

いくこと。 

9 副校長補佐 副校長の業務支援を行う非常勤嘱託職員のこと。 

9 経営支援部 予算、備品管理等を含む学校経営全般に係わる業務を担う機能とともに、教務部や生活指導部等

の他の分掌組織を横断的に調整する機能を持つ学校内組織のこと。 

9 スクールソーシャ

ルワーカー 

教育機関において、児童・生徒などが抱える悩みに対し、主に当該児童・生徒が置かれた環境へ

の働きかけや関係機関等とのネットワークの構築など、福祉的な支援方法を用いて解決を図る専

門家のこと。教育の分野に加え、社会福祉に関する専門的な知識や技術をもつ者であることが多

い。 

9 スクールカウンセ

ラー 

教育機関において、児童・生徒などが抱える悩みに対し、主にカウンセリングを通して解決を図

る専門家のこと。臨床心理に関する専門的知識や経験をもつ学校外の専門家であり、非常勤職員

として勤務している。 

9 部活動指導員 中学校において部活動の指導や大会への引率等を行うことを職務とする非常勤嘱託職員のこと。 

9 校務支援システム 校務文書に関する業務、教職員間の情報共有、家庭や地域への情報発信、服務管理上の事務、施

設管理等を行うことを目的とし、教職員が一律に利用するシステムをいう。これらの機能のいず

れか１つでも、教職員が一律に利用できるシステムが整備されている場合をいう。 

10 コミュニティ・ス

クール 

学校運営協議会を設置している学校。 

10 学校支援ボランテ

ィア 

学校の教育活動について地域の教育力を活かすため、ボランティアとして学校をサポートする保

護者、地域の方々、学生、団体及び企業などのこと。 

10 地域学校協働本部 学校運営協議会から提案された教育上の課題について、地域の人材や団体などと連携・協働して

対応する方法を探り、学校に提案する体制のこと。 

10 まなびのひろば 生涯学習センターで実施する市内在住の 0 歳児・1 歳児とその保護者、または妊婦を対象とした

子育てに関するひろば事業。手遊びやスキンシップ遊び、絵本の読み聞かせ、保護者同士の情報

交換などを行う。 

11 地区協議会 地域住民の生活全般に関わっている町内会・自治会と民生委員児童委員協議会、青少年健全育成

地区委員会のほか、教育・福祉・防犯・防災・健康・環境等の多様な専門分野で活躍する地区内の

各種団体が一つのテーブルに集まり、地区の情報を共有し、地区の課題について話し合い、取り

組むべき事業を自ら選択し、事業を実施するための組織のこと。 

11 町田デジタルミュ

ージアム 

町田市が所蔵する考古、歴史、民俗資料をデジタル化し、インターネット上で閲覧できるように

する仕組みのこと。 

12 多文化共生 国籍や民族などが異なる人々が、文化的な違いを認め合い、対等な関係を築きながら、ともに生

きていくこと。 

12 高ヶ坂石器時代遺

跡 

高ヶ坂石器時代遺跡は牢場・稲荷山・八幡平遺跡の 3 地点からなる縄文時代の集落跡。国内で初

めて敷石住居跡（牢場遺跡）が発見され、大正 15年に国の史跡に指定された。 

※頁は用語の初出ページを記載しています。 
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